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なれます。

介護保険事業概要は、総合庁舎本館 2階介護保険課、地域包
括支援センターで配布するほか、ホームページ（右コード）で
ご覧になれます。

国民健康保険事業概要は、ホームページ（右コード）でご覧
になれます。

国民健康保険・高齢者医療・介護保険
元年度事業のあらましをお知らせします

　平成３０年度に国民健康保険制度が改正され、都が財政運営の責任主体
となり、区とともに制度の運営に係わり、安定化を図っています。

国民健康保険事業

高齢者医療事業

介護保険事業

●被保険者数など

●被保険者数など

●被保険者数、要介護・要支援認定者数

●歳入

●歳出

●歳入 ●歳出

●歳入

●歳出

　元年度の世帯数は42,416世帯、被保険者数は57,249人です（下表）。

　元年度の被保険者数は、29,132人です（下表）。

　元年度の第 1 号被保険者（65歳以上のかたが対象）数は56,041人で、
前年度より195人増加しました（図 1）。
　要介護・要支援認定者数は12,237人で、前年度より227人増加しまし
た（図 2）。

　75歳以上のかた（65～74歳で障害認定を受けているかたを含む）を加
入者とする後期高齢者医療制度は、都内すべての区市町村が加入する東
京都後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」）が運営しています。
　区は保険料のほか、医療費公費負担分の 6分の 1などを、負担金とし
て広域連合へ納付しています。

　介護保険制度は、介護を必要とする高齢者などを社会で支える仕組み
です。介護が必要になっても地域で安心して暮らせるよう、区の実情を
踏まえながら、制度の適正な運営を行い、介護サービスの質の向上など
に努めています。

　歳入（図 1）は、国民
健康保険料と都からの支
出金（保険給付費等交付
金）、区の一般会計から
の繰入金が大半を占めて
います。

　歳出（図 2）は、区が負担し
た医療費（保険給付費）と区か
ら都へ納付する国民健康保険事
業に要する経費（国民健康保険
事業費納付金）が大半を占めて
います。
　 1 人当たりの医療費は、前年
度比1.6％増（図 ３）でした。

　歳入（図 1）は、後期高齢者医
療保険料と一般会計からの繰入金
が大半を占めています。

　歳出（図 2）は、制度の運営（医療
給付など）を行う広域連合への納付金
（各種負担金）が大半を占めています。

　歳入（図 ３）は、介護保
険料や国・都の支出金、一
般会計からの繰入金などで
賄われています。前年度と
比べ、約 3 億 3 千万円（1.6
％）増加しました。

　歳出（図 4）は、前年と
比べ、約 8 億 3 千万円（4.2
％）増加しました。
　元年度に区が支払った介
護保険給付費は、総額約
179億円です（図 5）。

被保険者数など（A） 目黒区（B） 加入割合（A／B）
世帯数 被保険者数（人） 世帯数 人口（人） 世帯 被保険者

平成29年度 44,664 61,781 155,656 277,803 28.69％ 22.24％
３０年度 43,566 59,462 157,670 280,241 27.63％ 21.22％ 

令和元年度 42,416 57,249 159,236 282,628 26.64％ 20.26％
※各年度末現在。目黒区世帯数・人口は各翌年度の 4 ／ 1 現在

被保険者数（人） 目黒区人口（人）�
（B）

加入割合�
（A／B）75歳以上 障害認定 合計（A）

平成29年度 27,866 55 27,921 277,803 10.05%
３０年度 28,671 53 28,724 280,241 10.25%

令和元年度 29,084 48 29,132 282,628 10.31%
※各年度末現在。目黒区人口は各翌年度の 4 ／ 1 現在

国民健康保険料
85億143万円
（32.5％）

都支出金
153億4,432万円
（58.7％）

歳入
261億
5,147万円

一般会計繰入金
19億3,560万円
（7.4％）

その他（諸収入など）
3億7,012万円（1.4％）

図 1

保険給付費
151億1,376万円
（58.5％）

国民健康保険
事業費納付金
98億8,104万円
（38.2％）

その他
（保健事業費など）
3億6,357万円
（1.4％）

総務費
4億9,310万円
（1.9％）

図 2

歳出
258億
5,147万円

保険料賦課額

医療費

①医療分
②後期高齢者支
　援金分
③介護納付金分

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000 (円)

年間 1人当たりの保険料賦課額・医療費（図 3）

（①99,167円②28,333円③27,740円）平成
29年度

30年度

令和
元年度

（①100,785円②31,144円③29,624円）

（①102,728円②31,770円③30,096円）

155,240円

161,553円

164,594円

305,804円

304,300円

309,223円

後期高齢者医療保険料
39億7,660万円
（59.1%）

一般会計
繰入金
24億
9,976万円
（37.2%）

その他
（受託事業収入など）
2億4,896万円
（3.7%）
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歳入
67億
2,532万円

介護保険料
（65歳以上保険料）
47億5,010万円
（22.7％）

支払基金交付金
（65歳未満保険料）
49億9,675万円
（23.9％）

国庫支出金
42億6,958万円
（20.4％）

都支出金
27億9,680万円
（13.4％）

一般会計
繰入金
32億9,652万円
（15.8％）

その他
7億7,984万円
（3.7％）

歳入 歳出

図 3

総務費
7億744万円
（3.4％）

諸支出
3億6,280万円（1.8％）

保険給付費 
178億9,998万円
（86.8％）

地域支援事業費
9億1,905万円
（4.5％）

基金積立金 
7億2,654万円
（3.5％）

図 4

208億
8,959万円

206億
1,581万円
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要介護・要支援認定者数（図 2）※各年度末現在

第 1号被保険者数（図 1）※各年度末現在

29,159平成
29年度

30年度

令和
元年度

30,008

30,418

（計：55,596人）

（計：55,846人）

（計：56,041人）

26,437

25,838

25,623

75歳以上
65～74歳

1,413平成
29年度

30年度

令和
元年度

1,449

1,410
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介護保険給付費の実績額の推移（図 5）

（計：171億8,815万円）

（計：174億7,682万円）

（計：178億9,998万円）

施設
サービス

ケアプラン
作成など

居宅
サービス

42億1,396万円

40億9,345万円

41億5,857万円

18億1,035万円

19億800万円

20億6,377万円

111億6,384万円

114億7,536万円

116億7,765万円令和
元年度

30年度

平成
29年度

問国保年金課管理係
（☎5722－98０9、Ｆ5722－9３３9）

問介護保険課介護保険管理係
（☎5722－9574、Ｆ5722－9716）

問国保年金課後期高齢者医療係
（☎5722－98３8、Ｆ5722－9３３9）

※�数字は四捨五入している
ため、合計と一致しない
ことがあります

保険料等負担金
39億6,384万円
（59.5%）広域連合納付金

63億681万円
（94.6%）

療養給付費
負担金
17億3,510万円
（26.0%）

保険基盤安定
負担金
3億4,038万円
（5.1%）

諸支出金
4,391万円（0.7%）保健事業費9,738万円（1.5%）

事務費負担金8,699万円（1.3%）
保険料軽減措置負担金
1億8,050万円（2.7%）

保険給付費
9,989万円
（1.5%）

総務費
1億1,570万円
（1.7%）
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歳出
66億
6,369万円

介護保険料
（65歳以上保険料）
47億5,010万円
（22.7％）

支払基金交付金
（65歳未満保険料）
49億9,675万円
（23.9％）

国庫支出金
42億6,958万円
（20.4％）

都支出金
27億9,680万円
（13.4％）

一般会計
繰入金
32億9,652万円
（15.8％）

その他
7億7,984万円
（3.7％）

歳入 歳出
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総務費
7億744万円
（3.4％）

諸支出
3億6,280万円（1.8％）

保険給付費 
178億9,998万円
（86.8％）

地域支援事業費
9億1,905万円
（4.5％）

基金積立金 
7億2,654万円
（3.5％）
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208億
8,959万円

206億
1,581万円


